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合の指定申請先は都道府県であるが、申請書又は書類の提出は、地域密着型

通所介護事業所の指定申請の際に、既に市町村に提出した申請書又は書類の

写しを提出することにより行わせることができることとしている。 

 

４．自立生活援助 

 

（１）自立生活援助 

【訂正】 

「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（平成30

年３月30日）」の問65（兼務の取扱い②）については、以下のとおり修正する。 

 

［修正前］ 

（答） 

自立生活援助事業所の従業者が、相談支援事業所の従業者の職務を兼務する場

合は、業務に支障がない場合として認めることとしている。 

また、相談支援事業所の特定事業所加算は、相談支援専門員が常勤・専従であ

ること等が要件となっているが、相談支援事業所に併設する自立生活援助事業所

については、兼務しても差し支えないこととする。 

 

［修正後］ 

（答） 

自立生活援助事業所の従業者が、相談支援事業所の従業者の職務を兼務する場

合は、業務に支障がない場合として認めることとしている。 

また、相談支援事業所の特定事業所加算は、相談支援専門員が常勤・専従であ

ること等が要件となっているが、相談支援事業所に併設する自立生活援助事業所

については、兼務しても差し支えないこととする。 

なお、相談支援事業所の特定事業所加算を算定するにあたり、当該兼務職員の

配置を含めて算定要件を満たしている場合には、自立生活援助の福祉専門職員配

置等加算の算定要件には、当該兼務職員を含められないことに留意すること。 

 

５．相談支援 

 

（１）計画相談支援・障害児相談支援 

【訂正】 

「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（平成30

年３月30日）」の問80（加算共通②）については、以下のとおり修正する。 
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［修正前］ 

（答） 

「入院時情報連携加算」、「居宅介護支援事業所等連携加算」及び「サービス

提供時モニタリング加算」については、当該利用者について基本報酬を算定し

ない月においても、当該加算のみでの請求が可能である。 

ただし、特定事業所加算などの体制加算は基本報酬にのみ加算されるため、

「入院時情報連携加算」、「居宅介護支援事業所等連携加算」、及び「サービス提

供時モニタリング加算」に対して算定することはできない。 

 

［修正後］ 

（答） 

「入院時情報連携加算」、「居宅介護支援事業所等連携加算」及び「サービス

提供時モニタリング加算」については、当該利用者について基本報酬を算定し

ない月においても、当該加算のみでの請求が可能である。 

また、地域生活支援拠点等の届出を行っている事業所については、「地域生活

支援拠点等相談強化加算（既にサービス等利用計画又は障害児支援利用計画を

作成済みの利用者への対応に限る。）」及び「地域体制強化共同支援加算」も当

該加算のみでの請求が可能である。 

ただし、特定事業所加算などの体制加算は基本報酬にのみ加算されるため、

上記加算に対して算定することはできない。 

 

 

（特定事業所加算） 

問 12 特定事業所加算の算定要件として、取扱件数が 40 件未満であることが

追加されたが、特定事業所加算を新たに算定するための届出を行う際には、

どの時点の取扱件数により判断することになるのか。 

（答） 

届出提出月の前６月間の実績を基に取扱件数が 40 件未満であるかどうかを判

断することとなる。 

例えば、平成30年６月から特定事業所加算を算定するためには、平成30年５

月15日以前に届出を提出することになるが、その場合は、届出時点の前６月間で

ある平成29年11月から平成30年４月における取扱件数が要件を満たしているか

どうかで判断することとなる。 
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（行動障害支援体制加算①） 

問13 「行動障害支援体制加算」は、対象となる研修を受講した常勤の相談支

援専門員を１名以上配置していることを要件としているが、行動障害のあ

る知的障害者や精神障害者以外の利用者に対して支援を行った場合でも算

定可能なのか。また、１事業所に複数の相談支援専門員が配置されており、

対象となる研修を受講した常勤の相談支援専門員を１名のみ配置している

場合、研修を受講していない相談支援専門員が支援を行った場合でも算定

可能なのか。 

（答） 

「行動障害支援体制加算」については、行動障害のある障害者へ適切に対応で

きる体制が整備されていることを評価する加算であるため、要件を満たしている

期間中に当該事業所で実施した全てのサービス利用支援及び継続サービス利用支

援について加算を算定できるものである。 

なお、要医療児者支援体制加算及び精神障害者支援体制加算についても同様で

ある。 

 

（行動障害支援体制加算②） 

問14 「行動障害支援体制加算」を算定していた事業所が月途中で要件を満た

さなくなった場合、加算を算定できるのはいつまでか。 

（答） 

月途中で要件を満たさなくなった場合、当該月の要件を満たしている期間中に

実施した指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援に係る計画相談支

援費について加算を算定することができ、要件を満たさなくなった日以降に実施

した分については加算を算定することができない。なお、要医療児者支援体制加

算及び精神障害者支援体制加算についても同様である。 

 

６．障害児支援 

 

（１）障害児通所支援 

（児童指導員等加配加算①） 

問15 人員基準を経過措置により満たしている児童発達支援事業所は、児童指

導員等加配加算を算定できるのか。  

（答） 

児童指導員等加配加算の要件を満たすのであれば、経過措置の適用如何に関わ

らず算定は可能である。ただし、加算の要件の判断にあたり、指導員を児童指導

員とみなすことはできない。 

 


